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はじめに
金融商品を時価評価してその評価差額を損益計算書に計上すると報告利
益の変動性が高まることから，これを避けるために評価差額を貸借対照表
に直接計上するという考え方が登場するといったことなどに関連して「財
務業績の報告」の見直しに関心が集まっている。国際会計基準委員会
(IASC)は『2000年年報』に収めた「国際会計委員会理事会声明 (2000年
12月）」において「財務業績の報告」を取り上げてその見解を示してい
る°。
日本基準が「その他有価証券」の評価差額を資本の部へ計上する考え方
を採用していることにみられるように，国際会計基準の設定に際して，貸
借対照表への直接計上という例外処理を求める国があるのに対して，いま
のところ国際会計基準委員会2)はそのような考え方に否定的である。すな
1)イギリスの会計基準審議会・ ASB(1992)はこの表現どおりの基準書第 3号
(FRS3) を公表している。また国際会計基準委員会 ・IASC(2000a) は検討課題と
してこのテーマを掲げている。しかし，アメリカやH本ではまだこの用語が十分に
定着していなかった。
2)改組がなされ国際会計審議会 ・IASBと呼ぶべきであるが『2000年年報』の段階
では IASCの名称となっているのでそれに従った。
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わち国際会計基準委員会の見解のように利益，収益・費用，利得・損失と
いった財務業績の構成要素を単一の財務表にすべて計上するのが良いの
か叫それとも一定の基準で選択された構成要素のみによって業績を示す
のが良いのか4)が重要な論点となってきている。
「財務業績の報告」に関するこのような問題は，第一次的には利益計
算及び損益計算書の問題ではあるが，財産評価及び貸借対照表とは切り離
せない問題でもある。そこで「財務業績の報告」の在り方を論ずると必然
的に財務報告全般についての議論に拡大する。さらには非財務情報を含む
会社報告全般についての議論に拡大する。これらの広範な領域をカバーす
るものとして，国際会計基準委員会の IASC(1989), アメリカ財務会計基
準審議会の FASB(1978, 1980a, 1980b, 1980c, 1984, 1985, 2000)及びイギ
リス会計基準審議会のASB(1999) に代表されるいわゆる「概念枠組
み」 5)がある。したがって，「財務業績の報告」は既存の「概念枠組み」
に基づいて議論することも可能だし，「財務業績の報告」の議論から「概
念枠組み」の見直しの議論へ発展させることも可能である。
本稿は，スコットランド勅許会計士協会 (ICAS)の研究調査委員会（委
員長JackShaw)が1988年に公表した討議資料『会社報告の改善』 (Making
Corporate Reports Valuable, 以下単に MCRVと略す）を取り上げる。こ
の討議資料は，大まかに言えば，正味実現可能価値会計の採用と経営者が
有する将来情報の外部への開示という 2つの領域につき提言を行ってい
3) IASC (2000a), para.16. この立場からの業績報告書を「単一業績書」という
(para.17.)。
4)たとえば経営業績の指標となる「e紅nings」に含まれる構成要素（経営者がコン
トロールできる項目）と含まれない構成要素（経営者がコントロールできない項
目）に区分しようとするかつてのアメリカの議論や，事業項目 (operating) と事
業外項目 (non-operating)に区分しようとする議論がある (IASC2000a,para.17.)。
5)個々にはすべてタイトルが異なるので一括しにくい面もあるが．本章では．財務
報告ないし財務諸表の作成と表示に係る概念枠組みを提示する報告書を『概念枠組
み』と一括して呼んでおく。これは日本の学会において『概念枠組み』と言えばだ
いたい誤解無く意思疎通できる用語であると考えられる。
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る。そのうち本稿で主に取り上げるのが第一の領域に関わる提言である。
すなわち， MCRVは正味実現可能価値会計の採用とそれに基づく財務諸
表体系の採用を提言している。そこでは．会社の総財産とその変化に関す
る情報の開示が基本に置かれている。すなわち，実現・未実現という認識
につながる伝統的な原価アプローチが否定され，資産・負債の価値の確定
とその変化を認識する価値アプローチの採用が要求されるのである。この
ように実務にラジカルな変更を迫る MCRVの理論的提言は即時に実務を
変えたわけではないが，時価評価と「財務業績の報告」に関する当時の発
想はASBに影響を与え，さらには国際会計委員会（現国際会計基準審議
会）に影響を与えている6)。MCRVが「財務業績の報告」論議の源流とま
では断言できないし叫歴史研究として扱う意図はないのだけれども，そ
の理論的提言を見直してみる価値があると私は考えている。
1 MCRVとその関連調査報告書
スコットランド勅許会計士協会 (ICAS)の調査委員会（委員長Jack
Shaw)は. 1988年から1993年にかけて『会社報告の改善』に係る一連の
研究 (MCRVプロジェクト）の成果を刊行し．最初の報告書である
6)文献的には後述の Boyle,A J.P., Carey, A, Cooper, M. and Wild, K (1991)がス
コットランドとイングランドの橋渡しの位置を占めるが，属人的には ICASから
ASBを経て，現在は IASBチェアマンの D・トイーディーの影響力を無視できない。
この点を MCRVから ASB・FRS3への継続性の有無を本人に問うた筆者の質問に対
して， トイーディーは財務業績の報告に関する発想や公正価値会計（当時は正味実
現可能価値会計）の発想などはASBに引き継いだと答えた (2001年5月29日IASB
本部でのインタビュー）。
7) Arnold, J., Boyle, A, Carey, A, Cooper, M. and Wild, K (1991)がMCRVとASB
の諸基準の橋渡し的な位置を占めている。この報告書は ICASとICAEWの合作で
あり，その要求内容は MCRVより緩和されている。理論的な提言の場がスコット
ランドからイングランドヘシフトしていく過程で生まれた報告書であると理解でき
る。
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MCRVで理論的かつ包括的な会社報告の在り方を提言し，その後各種
のフォローアップ調査を行った。
MCRVが公刊されたのは1988年であるから，それまでにアメリカでは
FASBの「概念枠組み」が6号まで出そろっている。しかし， MCRVは
FASBの一連の「概念枠組み」に依拠した議論は展開していない8)。また，
イギリスで会計基準設定に係る制度改革が行われ，ついで「概念枠組み」
表1 ICAS研究調査委員会の MCRVプロジェクト
本章で使用 参考文献で 著者．編者 報告書のタイトルする略号 の表示（年） 又は代表者
MCRV ICAS(1988a) McMonnies, P Making Corporate Reports Valuable 
SURVEYS ICAS(1988b) 
Making Corporate Reports Valuable 
-The Llterature Surveys 
MELODY ICAS(1990) Shaw,J. Melody pie Annual Report 
Making Corporate Reports Valuable 
REPORT 
: A Survey of Corporate Reporting 
Gray,SJ., 
Practices by Major UK Companies, 
Volume 1 The Report 
ICAS(1991a) Roberts,C.B. Making Corporate Reports Valuable ＆ 
Gordon,P.D. : A Survey of Corporate Reporting 
EXHIBITS Practices by Major UK Companies, 
Volume 1 The Report and Volume 2 The 
Exhibits 
CASE ICAS(1991b) 
InnesJ.& Management Information and External 
MoyesJ Reporting -Six case studies 
ORCHESTRA IC心 (1993a)
Gordon,P.D. & ORCHESTRAplc 
Weetman,P. 
POST ICAS(1993b) MacDonald,S. 
Making Corporate Reports Valuable 
-A Feasibility Study: The Post Office 
8) SURVEYSに収録されたWeetmanP. and Gordon P. D. (1986)「会社の外部報告
の基本的考え方と目的及び利用者とそのニーズ」によれば，イギリスにおいて株主
に対する報告が重要であるという考え方はCarsberg,Hope and Scapens (1974)に
よって確立されたという。この論文では，目的と財務諸表の特徴に関して，
ICAEWのTheCorporate Report (1975) とAICPAのTheTrueblood Report (1973) 
が主に比較され，また利用者のニーズに関しては20本の実証研究（その手法はほと
んどがアンケートかインタビュー）が検討され，その他の研究にも触れている。し
かし， FASBの「概念報告書」については目的と財務諸表の特徴に関連して簡潔に
触れられている程度である。
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作りが行われるのは.MCRV公刊前後のことである9)。そのため MCRV
のフォローアップ調査段階においては進展しつつあるイギリス会計制度改
革をも念頭に入れている。このように「概念枠組み」の形成過程において
はアメリカ FASBとイギリスASBの中間に位置しながら．独自の理論を
提示したスコットランドICASの研究がここで取り上げる対象である。
① MCRV (『会社報告の改善』）は，当時の会計実務や法律等の規制に
とらわれることなく「白紙」から議論を行い．会社報告に関するグラン
ド・デザインを描いている10)。そこでは，貸借対照表，損益計算書あるい
は監査という一般に定着している用語でさえ使用することを避けている。
詳細は後述するが．要するにこの討議資料は. (1)当時の会社報告が経済
的実質よりも法的形式を重視していること'(2)将来を排除し過去を重視
していること. (3)価値より原価を重視していること'(4)そして富より
利益を重視していることを理由に．当時の会計実務を否定し，正味実現可
能価値会計及びそれを前提とする報告書体系の採用と経営者が有する将来
情報の外部への開示を提言しているのである。いずれの提言も作成側の会
社からの抵抗が予想されるものであった。
② SURVEYS (『財務報告の改善：その文献サーベイ』）は， MCRVと
同時刊行であり， MCRVの提言を豊富な文献サーベイで支えている。こ
の報告書は，論文集の体裁をとっており，テーマは外部報告の目的，監査
9)イギリスにおける会計制度改革はいわゆるディアリング・リポート (Dearing
Committee, 1988)に始まる。まず89年の商法改正により会計における法律の役割
が強化された。つぎに FinancialReporting Council (FRC)が従来の基準設定組織
である AccountingStandards Committee (ASC)に90年8月にとって代わった。こ
のFRCの下に,Accounting Standards Board (ASB), Urgent Issues Task Force 
(UITF), Financial Reporting Review Panel (FRRP)が設置された。
10) MCRVは類似の先行報告書として ICAEW(1968) とICAEW(1975)に触れて
いる。
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人の役割，情報経済学とエージェンシー理論，経営者の情報ニーズ，人的
資源会計そして正味実現可能価値会計に及ぶ（正確な章題と著者は参考文
献Aを参照されたい。）。とくに財務報告の目的が投資者の意思決定に有
用な情報を提供することにあるという考え方II)が出てきたころの文献や，
急進的学派12) とも称された諸学派の文献を丹念に紹介している。
③ MELODY (『メロディ社のアニュアル・リポート』）は， MCRVの
提言を実行できるかどうか，実行しようとする際に生じる問題は何かを探
るために，実際の会社が協力してアニュアル・リポートを試作した実行可
能性テストのレポートである。報告書はMCRVの提言する財務諸表体系
によるアニュアル・リポートからなる前半と，協力者へのインタビューや
コメントからなる後半との二部構成となっている。
④ REPORTとEXHIBITS(『会社報告の改善：イギリスの主要会社に
よる会社報告の実態調査一第 1部報告，第2部実例』）は， MCRVの提言
の諸要素が実際の会社の報告書（定期的な報告書と非定期な報告書の双
方）でどの程度含まれているかについて，イギリス主要300社を対象に
行ったアンケートの結果である。この結果がREPORTにまとめられ，具
11) EC諸国は2005年までにいSを導入しなければならないので国内基準と !ASの調
整で大変な反面，我が国（イギリス）は国際会計基準審議会と同様に会計情報の主
たる読者は資本市場であるという伝統があることはいいニュースだ， と表現される
までに定普している ("ACCOUNTANCY'',The Time,31 May 2001)。
12) Baxter (1988)は，当時のイギリス会計研究の状況を，古典的学派と急進的学派
に分類してコメントしているが，その急進的学派には惜報経済学．エージェンシー
理論．効率市場仮説．行動会計学が入るとしている。またWallace(1997)は, 1970 
年以降にイギリスの会計学研究が急速に進展するがファイナンスと社会学の影響を
強く受ける領向が確認できるとしている。 SURVERYSはこれら 2文献が注目した
時期のイギリスの研究動向を知る上でも貴重な文献といえる。たとえば初期の実証
研究が紹介されているが． これらは主としてアンケートかインタビューによる実証
であることが分る。
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体的な開示例がEXHIBITSに収録されている。
⑤ CASE (『経営情報と外部報告ー6社のケーススタディ』）は，将来
の財政状態と財務業績に係る情報の重要性を確認するために「トップマネ
ジメントによって利用される業績尺度と市場情報の外部報告」と題するイ
ンタビュー調査をまとめたものである。報告書では，調査対象の 6社につ
き目的，財務的業績尺度，非財務的業績尺度及び経済環境の順で，インタ
ビュー結果が要約されている。
⑥ ORCHESTRA (『オーケストラ社のアニュアル・リポート』）は．
MELODYに続く実行可能性テストである。連結財務諸表の作成を試みて
おり.MCRV刊行後におけるイギリスの会計制度等の進展を配慮してい
る。とりわけ．連結における正味実現可能会計の採用が極めて困難である
一方で．取替原価会計なら導入できることを明らかにした点が特徴的であ
る。この報告書では,MCRVプロジェクトがICAEWやASB等のプロジェ
クトと相互に影響し合っていることが窺える。
⑦ POST (『会社報告の改善実行可能性テスト：郵便局の場合」）は，
MCRVが提言する内容は民間企業のみならず公営企業にも適用しうると
いう信念に基づいて， MEWDYと同様にPOSTOFFICEの協力を得て実
行可能性テストを行った結果である。ただし，本章の関心からはそれる面
も多いので，以下では取り上げない。
以上のように MCRVプロジェクトは 7点に及ぶ成果を刊行している。
MCRVは監査についても提言を行っているが，フォローアップ調査を含
めても全体として監査の議論の分量が少ない13)。しかし，正味実現可能価
13) MCRVプロジェクトの期間中に， 91年に調査を開始した IanPercy委員長率いる
調査委員会が93年に『21世紀へ向けての監査」 (ICAS1993c) と題する討議資料／
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値会計とそれに基づく会社報告体系という提言と経営者が有する将来情報
の外部への開示という提言，およびそれらの背景にある文献調査，提言内
容の実務への浸透度の調査，提言内容の実務における実行可能性のテスト
やインタビューからなる MCRVプロジェクトは，それ自体で一つの完結
した会計理論の世界を構築している。
2 MCRVの基本的考えと現実問題の短期的解決策
(1)MCRVの基本的な考え
MCRVは「効率的市場は経営者から投資者に対する有用な情報の伝達
を必要とする」との信念に基づき，次のような結論に至った：
(a) 財務報告書は経済的現実を映し出すものでなければならない。
(b) 投資者が必要とする情報は経営者が必要とする情報と種類におい
て同じである（その量は異なるかもしれないが）14) 0 
このように MCRVは効率的市場を理論の前提に置いている。そして情
報の非対称性を解消するために「有用な情報の伝達」が重要となる。そし
て「有用な情報」であるためには経済的現実の描写が重要であり，かつ経
営者にとって有用な情報は投資者にとっても有用であると結論づけるので
ある。
まず(a)の経済的現実の描写との関連で， MCRVは資産評価のための測
定尺度として正味実現可能価値 (NRV)の採用とこの尺度を採用した一
組の財務諸表を提言する 15)。これが第一の提言である。 SURVEYSに収録
／を刊行した。この討議資料における提言内容がORCHESTRAに盛り込まれると良
かったのであるが，両者の作業時期が接近していたこともあり討議資料の提言を取
り入れる余裕はなかったようである。
14) MCRVl.2項.1.8項， 1.12項， 3.3項， 9.1項。
15) MCRVは，加法性と現実性を規準として測定尺度の選択を行う。歴史的原価
(HC)には加法性も現実性もない，現在取替原価 (RC)には加法性も現実性もあ
る，現在価値 (PV)には加法性はあるが現実性がない，正味実現価値 (NRV)/' 
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されたFraser(1987)によれば，学者には人気があるが，実務家の支持
がほとんどえられず， どこの国においても財務会計の基礎として採用され
た事のないという正味実現可能価値会計を， MCRVは提言するのである。
彼の説明によると．正味実現可能価値会計はそのシンプルさに特徴があ
る。
Yr=D+ (R1-R1-1) 
ここで， Yr=R1-1から凡までの期間の実現可能利益 (realisableincome), 
D=あらゆる増資を調整した後の利益の処分，
R1=出口価格で評価した期末の資本価値，
R1-1=出口価格で評価した期首の資本価値，である。
Fraser (1987) は， NRV会計のパイオニアとしての Canning,J.B. と
MacNeil, K D. から説明し， MCRVが依拠している ChambersR J.と
Sterling, R Rを詳細に触れ， NRVの論点を整理した後に， NRV会計の採
用に否定的な見解を述べて結論としている。これに対して， SURVEYで
序文を書いている Lee(1988)は， Fraser(1987)の評価が公平性を欠く
と批判し， NRV会計の利点を強調している。
つぎに，基本的考え方の(b)の経営者と投資者の間における情報の対称化
との関連で， MCRVは経営者が普段から意思決定に必要との理由から保
有しているはずの将来における財政状態と財務業績に係る情報の開示を提
言する。
これに関連してSURVEYSで「経営者の情報ニーズ」に関わる文献サー
ベイを担当したLee(1987)は， この結果を以下のように整理している。
すなわち，①長期にわたって会社が存続するための基本的な経営目的の達
成に必要とされる情報である，②常に環境が変化する中にあって経営者を
／には加法性も現実性もあるというのがMCRVの見解であるが．現在取替原価につ
いては長年の議論から分るように採用しがたいという一方で．正味実現可能価値に
ついてはChambersとSterlingを引き合いにだしてこれを支持するのである。
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助ける情報，③内部管理に関する情報も外部の経済社会環境に関する情報
もそれを獲得し加工するための技術が要求される，④長期的観点からは会
社とその事業に関する情報が必要なのだが，現状ではこの種の情報が過去
志向であるため，代替的な将来志向 (feed-forward)が求められている，
⑤この将来志向は，従来の予測と実際の比較ではなくて，予測と現在望ま
れる結果との比較をベースにしたものになる，⑥またこの将来志向は変化
の激しい環境の中での戦略的経営により依存したものになる，⑦この戦略
情報アプローチは経営業績の有用で信頼しうる尺度を中心とする，⑧最近
の多くの文献が将来情報の提供を強調する，⑨会社存続に関してキャッ
シュ・フローの重要性が指摘されるようになってきた⑩最後に，変化の
激しい環境に対応できる情報システムの必要性が指摘される。
このように経営者が会社を運営するにあたって必要と思われる情報に関
する論点が整理されているのであるが，経営者にとってさえこれだけの論
点が山積しているのに，経営者の有する情報のどれを出すのが外部者に
とって有効かは判断しがたいほどの難題である。そこで，後述の CASE
のようにケーススタディから会社が公開して良いと言う情報の種類を特定
しようとする研究が行われるのである。しかしながら，私は，経営者が会
社を経営していくにあたって将来をどのように予測しているかについて自
由に記載させること，あるいは自由に記載する雰囲気をつくることも重要
であると思われる。
MCRVの提言する経営者が保有する将来情報の外部への開示が実施さ
れれば，ディスクロージャーに新天地を切り開く事になるが， ORCHESTRA
やCASEの経験でも何でも開示するということにはならないようである。
再度要約しておくと， MCRVの提言は大きくは 2つあり，その第一が
正味実現可能価値会計とそれを前提にした財務諸表体系の導入であり，そ
の二が経営者保有の将来情報の外部者への開示である。
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(2) MCRVが指摘する決算書の問題点と短期的解決策
ところで，正味実現可能価値会計の全面的導人と将来予測情報の積極的
開示という提言は短期間のうちには達成できない目標であるとの判断か
ら， MCRVは当面の解決策についても提言している（表 2参照）。いくつ
かの提言は現在までに導入済みとなっているが， 88年当時の実務はまだこ
のような状況であった。ここでは，短期的解決策の個々について議論をし
ている余裕がないので，表2の要約からの想像に委ねざるをえないが， こ
こで指摘された問題点の多くは，当時の日本でも十分に当てはまる問題で
あった。
表 2 MCRVが指摘する当時の会計実務の問題と解決策
項目 MORYが指摘する当時の問題点 それに対する短期的な解決策
A. 基礎的諸概念に一貫性と論理性が欠ける： 企業の総財産とその変化こそが経営者
概念上の基礎 経済的実質より法形式を重視すること。 にも投資者にも重要であるが．このよう
過去を菫視し．将来を排除すること。 な俯報を提供できるようにするための解
価値よりも原価を重視すること。 決は長期的な目的となる。
財産よりも利益を重視すること。
B. 企業の目的 企業の目的につき何らの情報提供も要 「会社の目的」というステートメントを
求されていない。 決算書に含めること。
C. 現在の財政状態と業績
a)財政状態 歴史的原価，現在の再評価額，過去の 少なくともすべての固定資産を 5年ごと
再評価額が混在し，資産総額は意味を に再評価することによって，部分的に問
なさない。 題を克服すること。
b)業績 未実現利益の認識を排除する保守的な 価値ベースの会計を採用すること。商
① 利益の認識 利益計算が経済的現実の描写の妨げと 法から保守主義の考え方を消すこと。
なっている。
② 利益の要素 企業の富の増減は以下の6つの要素か 短期的には．実現・未実現を問わず利
ら成るが，現行の決算困では4)までし 益の多様な源泉が説明できるようなス
か認識されていない。 テー トメントを加えること。
1)継続事業から生じる損益
2)廃止事業から生じる損益
3)非経常的活動から生じる損益
4)資産処分から生じる損益
5)資産の未実現損益
6)未認識の過年度損益
③ セグメント・ 企業のセグメントに関する情報が非常 企業の抵抗にあうだろうが，現在の要求
リポー ティング に乏しい。 を越える開示を要求すること。
c)時価総額 報告された正味財産の金額は将来 短期的にはこの領域を研究すること。
キャッシュフローから計算される理論上 長期的には時価総額を開示し，報告さ
の正味財産と一致しないが．時価総額 れた正味財産との差額につき経営者に
は理論値に対する近似値となる。しかし， コメントさせること。
時価総額の開示は要求されていない。
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ct)連結財務諸表 買収会計と合併会計が並存するが，とり 合併会計を採用したときには買収会計
① 企業結合 わけ合併会計における額面価額の利用 を採用した場合との相違を開示させるこ
は合理的でない。 と。
② のれん 会計基準はのれんの繰延・償却を認め 資産の価値が喪失したときにのみ資産
るものの即時償却を推奨しており，会計 の価値が引き下げられるべきだという
処理の混乱の原因となっている。 我々の一般的見解にしたがうこと。
③ 集団の中の 子会社に該当しない企業が資産隠しに 粉飾を防ぐためにも，他企業の活動に
エンテイティ 利用されていたり，敵対的投資先である 対する実質的な支配で判断させること。
関連会社の持分損益を認識することが また，重要な影響の無い関連会社には
非合理的であるといった形式主義に問 持分法を適用させないこと。
題がある。
e)理解可能性 以上を総合して．今日の決算書は作成 以上の改善に取り組むことに加えて，専
者以外の者にはほとんど理解しがたいも 門用語の使用をできるだけ少なくするこ
のとなっている。 と，重要な事はできるだけ開示すること。
D. 将来の財政 現在の決算書は将来予測にほとんど役 経営者が事業計画で採用する将来志向
状態と業績 立たないし．将来情報もほとんど開示さ の資料はある程度まで投資者に利用で
れていない。 きるようにさせること。利益予想だけで
はなくて．配当財源を示すこと。
E. 経済環境 ごく一般的な記述情報があるだけで．企 市場規模市場の強弱観市場占有率
業が圏かれている環境についての経営 など企業が必要とする市場情報及び同
者からの情報はほとんどない。 業他社比較などの比較情報を利用でき
るようにさせること。
F. 所有者，経 取締役経営者及びスタッフに関する情 企業の所有と支配が明瞭になるように
営者そして従 報がほとんどない。 取締役・役員の履歴を開示させること。
業員 スタッフについては「人的資産会計」
がめぼしい成果を挙げていないことから
なお一層の研究を要する。
G. 監査 現在の短文式の監査報告書では．監査 監査報告書をより分り易い表現にするこ
人と監査に対する理解は得られない。 とと監査人の責任を明確にすること。
3 MCRVが提案する会社報告の長期的な改善策
(1)基本財務諸表体系の提言
MCRVは以下の一組の基本財務諸表を採用することを提言している。
① 資産負債報告書 (anAsset and Liability Statement) 
② 事業活動報告書 (anOperational Statement) 
③ 財産変動報告書 (aStatement of Changes in Financial Wealth) 
④ 利益処分報告書 (aDistributions Statement) 
MCRVは価値ベースの時価会計である正味実現可能価値会計を採用す
ることを提言している。そして財産 (financialwealth) とその変動を明ら
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かにすることが財務報告の中で重要な地位を占める。提言された 4つの基
本財務諸表の基本的な様式は以下の通りである。
①資産負債報告書
I式：資産合計一負債合計＝正味識別可能資産(A)&時価総額(B)(A)の下に(B)を記載I
資産の種類ごとに正味実現可能価値を示し総資産時価合計を出す。次
に．負債の種類ごとに正味実現可能価値を示し総負債時価合計を出す。総
資産時価合計から総負債時価合計を控除して「正味識別可能資産 (net
identifiable assets)」(A)を求める。この(A)でぃったん計算を締め切る。こ
の金額の下に「時価総額 (marketcapitalization)」を併記する。時価総額
は現在の株価に発行済み株式数を乗じて求める。
伝統的な貸借対照表と異なり資本の部がない。また．資産負債報告書の
資産と負債は貸借対照表のそれと考えればよく．個々の資産と負債の目録
ではないので財産目録とは異なる。正味識別可能資産(A)が時価総額(B比一
致しないのは個々の資産として識別可能ではないがそれを含むユニット
や会社全体の中で有する価値すなわち識別不能な価値を含んでいたり，市
場が企業価値を過大・過小に評価する部分を含んでいるからである。経営
者はこの差額の説明を求められる。
②事業活動報告書
式：（第一区分）継続事業からの損益を算定する区分
売上高一売上原価一営業費用＝営業利益(C)
（第二区分）事業によって増加した税引前の財務的富を算定する区分
営業利益(C)+営業外損益(D)=事業活動によって増加した税引前の財務的富
（第三区分）事業によって増加した財務的富を算定する区分
事業によって増加した税引前の財務的富一税金＝事業によって増加した財務的富(El
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式中では，便宜的に日本の区分式損益計算にならって表現してみたが，
MCRV及びMELODYのいずれも区分に名称は付されていない。
営業外損益(D)は，受取配当金，廃止事業からの損益，非経常活動からの
損益未認識の過年度損益など事業外項目及び非継続事業項目からなる。
これらを加減した後， さらに税金を控除して，ボトムラインに「事業活動
により増加した財務的富（財産）」を示す。
事業活動報告書と財産変動報告書についてはまとめてコメントする。
③財産変動報告書
式：（第一区分）当期における財務的富の処分可能な変化分を算定する区分
事業によって増加した財務的富(E)士資産・負債の評価差額
＝当期における財務的富の処分可能な変化分(F)
（第二区分）当期における財務的富の変化分を算定する区分
当期における財務的富の処分可能な変化分(F)一処分額(G)
＝当期における財務的富の変化分(H)
*(G)で締め切り，その次の行に時価総額の変化分(I)を併記する。
ここでも区分を設けて説明しているがこれも理解を助けるための便宜で
ある。その記載順序は式の通りである。
ところで，事業活動報告書の末尾の数字は財産変動報告書の先頭へ引き
継がれていくこと，またいずれの報告書に計上されようともそれが財産変
動額を示すこと，更には最近問題となっているリサイクリングなどの処理
は要求されていない事から， これは 2枚の報告書は単一の報告書の前半部
と後半部のようにも見える。
そこで重要な論点とぶつかる。すなわち， これらの報告書は IASCの言
う「単一業績表」か否かの問題である。ここで2つの極端なモデルの双方
からこの論点に接近しよう。 MCRVの提言する NRV会計は例外なく時価
評価を求めるのであるから，事業活動報告書と財産変動報告書の双方に財
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産変動がもれなく計上される。一方，時価評価差額を一切認めない伝統的
な原価主義会計の理念型の下での損益計算書を対比されたい。この2種類
の報告体系においては報告している内容が始めから異なる。
つぎに以下の状況を考えられたい。 MCRVはすべての資産・負債に時
価評価を求めているが，基準化の段階で大きく後退し特定の資産・負債に
のみ時価評価が導入されたとしよう。逆に，原価主義からみれば，時価評
価は一切認めない原則の中で，時価評価が一部導入されたとしよう。この
状況は同じことを異なる立場から表現しているにすぎない。
この仮定的状況下では， MCRVにおける財産変動計算書（同じ発想だ
と思われる ASBの利得・損失認識計算書）も，原価主義におけるその他
の包括利益計算書も，表示された結果は類似することになる。しかしなが
ら，見かけは類似していても，一方が「単一業績表」の立場を貫きながら
の譲歩であり，他方は「単一業績表」を否定する立場であることに変わり
はない。これを今日的な問題と関連させて述べるなら， MCRVは現在の
イギリスの財務業績の報告につながる素朴な考え方を提示しており，事業
活動報告書と財産変動表は単一業績表を構成する 2枚の報告書であると考
えうる。
④利益処分報告書
式：当期における財務的富の処分可能な変化分(F)+前期繰越未処分剰余金
ー処分額(G)=次期繰越未処分剰余金
この報告書は財産変動報告書の 2つの数値についてその関係を示すとと
もに，未処分剰余金計算を行っている。資産負債報告書が正味財産の部を
欠いているので，計算構造と表示の関係が連動しないので問題が残るかも
しれない。
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(2)その他の開示書類
MCRVは上記の基本財務諸表にキャッシュ・フロー計算書を加えた財
務諸表体系をも示すが，キャッシュ・フローは基本財務諸表の作成には不
可欠の資産・負債の評価と関係ないことと，そしてこの計算書が今日では
一般的になっているのでその内容は省略する。
さらに MCRVは次のような開示書類を要求している。
⑤ 会社目的説明書 (theStatement of Objectives) 
⑥ 財務計画書 (aFinancial Plan) 
⑦ 将来キャッシュ・フロー計算書 (FutureCash Flow Statements) 
⑤の会社目的説明書は，取締役会によって定期的に検討された会社の目
的と戦略に関する文書で経営者に必要な文書である。これを開示書類とし
たものである。
⑥の財務計画書は，たいていの会社で3年程度の期間で作成している価
値ベースの将来予測であり，キャッシュ・フロー計算書がキャッシュ・
ベースであるのとは異なる。したがって，基本財務諸表中の資産負債報告
書及び事業活動報告書に出てくる数字の予測値を含むものである。この財
務計画書の要約が投資者に開示されるべきである。
⑦の将来キャッシュ・フロー計算書は，キャッシュ・フロー計算書の予
測版であり， 3年程度の予測が要求される。
これらの書類はいずれも経営者が企業経営にあたって必要とするもので
あり，その書類を開示書類として要求するところに MCRVの特徴がある。
すでに述べたように，経営者が必要とする情報は投資者が必要とする情報
でもあるという MCRVの基本的考えが具体的に現れているのである。
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